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○ 一定の範囲に限って、都道府県の  区域を越えて地域生協の区域を設定できるようI  一
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医療事業・福祉事業に係る特別会計の創設に当たって検討すべき事項  

○網掛けの部分などは、事業に共通する部分も含まれている。  

○貸借対照表  ○損益計算書  

受取手形  

資本合計  

資  産  合   計  負債及び資本合計  
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医療・福祉事業を実施する生協の非営利性の徹底について  

15   



医療事業及び福祉事業に係る非営利性の徹底について  

…●‖……●‖‖■■t＝■－…＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 1  ′…・“・・＝・・＝‥・＝……＝……劃…＝－＝＝－＝－－＝■＝＝●  

：○残余財産の帰属先は、臥地方公共団体、；  
室 医療法人その他医療を提供する者に限定 …  F                       ；○残余．財産の帰属先は、国、地方公共団体、：  ；社会福祉法人その他福祉を提供する者に限定≡  

エ………．‖………‖．…．‖……‖……‖‖．‥‥．．．■   

注）対象となる事業として定款で定める事業については、医療事業に係る特別会計に社会福祉等の事業を、福祉事業に係る特別会計に病院等の事業を  
それぞれ互いに定めることも可能とする。  16   
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○  

に対応して共済事塞が発展してきたことを十分踏まえる必軍はあるもの鱒」共済事業の健全な運営を確保  

するため、一恵規模の組合やJ再共済又鱒再々共済事業費行う消費生活協商組全連合料亭ついて、麗筆  
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ご議論を踏まえての検討  

○ 生協は、組合員の相互扶助組  
織として、各種サービスを総合的に  
提供することが基本であり、これま  
でも共済事業と他の事業をそれぞれ  

の事業の健全性を確保しながら兼  

業している事例が存在する。   

○ 連合会（JA共済連）が共同元受で、  
かつ、支払責任を全額負っていることか  
ら、連合会のみに兼業規制が講じられ  
ていると考えられる。  
○ 生協においては、同様の仕組みを  
とっ七いないので、農協法と同様の考え  
方はとれない。  

○ 外部債権者との関係を考えた場  

合には、兼業を禁止することがより適  
当なのではないか。  
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